
議案第６８号

令和６年度 勝山市下水道事業会計予算

（総則）

第１条 令和６年度勝山市の下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）公共下水道事業

イ 汚 水 処 理 戸 数 ６，１５４ 戸

ロ 年 間 総 処 理 水 量 ２，６６１，９４５ 立方米

ハ 一日平均処理水量 ７，２９３ 立方米

ニ 主要な建設改良事業 汚水管渠建設改良費 ５１，１７５千円

雨水管渠建設改良費 ５，２５０千円

処理場建設改良費 ３８５，５８８千円

（２）農業集落排水事業

イ 汚 水 処 理 戸 数 ７５９ 戸

ロ 年 間 総 処 理 水 量 ２３２，６５６ 立方米

ハ 一日平均処理水量 ６３７ 立方米

ニ 主要な建設改良事業 汚水管渠建設改良費 ３８，２６６千円

処理場建設改良費 ３０６千円

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、営業費用中公営企業会計適用に係る経費１，５８８千円の財源にあてるため、企業

債１，５００千円を借り入れる。

収 入

（ 科 目 ）

第１款 下水道事業収益 １，１１４，０２０千円
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第１項 営 業 収 益 ３８１，３４４千円

第２項 営 業 外 収 益 ７３２，６７６千円

支 出

（ 科 目 ）

第１款 下水道事業費用 １，０５６，９０１千円

第１項 営 業 費 用 ９３８，３２９千円

第２項 営 業 外 費 用 １０８，０８２千円

第３項 予 備 費 １，０００千円

第４項 特 別 損 失 ９，４９０千円

（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額８３，３０５千円は、当年度分損益勘定留

保資金４８，２４９千円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額３５，０５６千円で補填するものとする）。

収 入

（ 科 目 ）

第 1款 資本的収入 ８５７，９３１千円

第１項 分担金及び負担金 ４，７１０千円

第２項 企 業 債 ２７６，２００千円

第３項 国 庫 補 助 金 ２０１，０１８千円

第５項 他 会 計 負 担 金 ３１９，４８８千円

第６項 出 資 金 ５６，５１５千円

支 出

（ 科 目 ）

第 1款 資本的支出 ９４１，２３６千円

第１項 建 設 改 良 費 ４８１，１５０千円

第２項 企 業 債 償 還 金 ４６０，０８６千円

（特例的収入及び支出）

第４条の２ 地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により、当該事業年度に属する債権及び債務として整理する未収金及び未払金の額は、それぞれ

４２，２０７千円及び３９，３５９千円である。

（債務負担行為）
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第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

（企業債）

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおり定める。

（一時借入金）

第７条 一時借入金の限度額は、６００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）各項に計上した経費に係る予定額に過不足が生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会

の議決を経なければならない。

（１）職員給与費 ４２，１５９千円

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

公共下水道

事業

千円

２３７，５００

証書借入又は

証券発行

５．０％以内

（ただし、利率見直し方式で借

り入れる政府資金及び地方公

共団体金融機構資金について、

利率の見直しを行った後にお

いては、当該見直し後の利率）

政府資金については、その融資条件により、銀行その他の場合に

はその債権者と協定するものによる。ただし、市財政の都合によ

り据置期間及び償還期限を短縮し、又は繰上償還若しくは低利に

借換することができる。（なお、利率見直し方式で借り入れる資金

について、利率の見直しを行った後においては、当該見直し後の

融資条件、協定による）

農業集落排

水事業

千円

３８，７００ 〃 〃 〃

計 ２７６，２００

事 項 期 間 限 度 額

し尿受入施設建設工事

（土木・建築）

令和７年度から

令和８年度まで
５８０，０００千円

下水道事業会計 －3－

下水道事業会計 －3－



（他会計からの補助金）

第１０条 下水道事業の運営のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、８６，７８０千円である。

（たな卸資産購入限度額）

第１１条 たな卸資産の購入限度額は、５６５千円と定める。

令和６年２月２７日提出

勝山市長 水上 実喜夫

下水道事業会計 －4－

下水道事業会計 －4－



（単位　千円）

備　　考

１ 下水道事業収益 1,114,020

１ 営 業 収 益 381,344

１ 下 水 道 使 用 料 380,510 下水道等使用料

２ 受 託 工 事 収 益 400 受託工事による収入

３ そ の 他 営 業 収 益 434 手数料、延滞金

２ 営 業 外 収 益 732,676

１ 受取利息及び配当金 1 預金利息

２ 他 会 計 負 担 金 98,842 一般会計負担金

３ 他 会 計 補 助 金 86,780 一般会計補助金

４ 長 期 前 受 金 戻 入 528,913 長期前受金収益化額

６ 消 費 税 還 付 金 3,474

７ 国 庫 補 助 金 14,488 社会資本整備総合交付金

９ 雑 収 益 178 電柱敷地等占有料、行政財産目的外使用料ほか

令和６年度勝山市下水道事業会計予算実施計画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　入

款 項 目 予　定　額
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（単位　千円）

備　　考

１ 下水道事業費用 1,056,901

１ 営 業 費 用 938,329

１ 汚 水 管 渠 費 39,654 管渠、ポンプ場の維持管理に要する経費

２ 雨 水 管 渠 費 714 雨水施設の維持管理に要する経費

３ 処 理 場 費 257,669 処理場の維持管理に要する経費

４ 受 託 工 事 費 400 受託工事に要する経費

５ 総 係 費 33,303 使用料等賦課、徴収、検針、その他事務に要する経費

６ 減 価 償 却 費 598,483 固定資産減価償却費

７ 資 産 減 耗 費 8,106 固定資産の除却に伴う経費

２ 営 業 外 費 用 108,082

１
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

73,000 企業債償還利息

３ 雑 支 出 35,082 特定収入に係る消費税ほか

３ 予 備 費 1,000

１ 予 備 費 1,000

４ 特 別 損 失 9,490

５ そ の 他 特 別 損 失 9,490 企業会計移行による過年度分支出

支　　　　　　出

款 項 目 予　定　額
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（単位　千円）

備　　考

１ 資本的収入 857,931

１ 分担金及び負担金 4,710

１ 受 益 者 負 担 金 3,698 下水道事業受益者負担金

２ 分 担 金 1,012 農業集落排水事業分担金

２ 企 業 債 276,200

１ 建 設 改 良 事 業 債 276,200 建設改良等事業債

３ 国 庫 補 助 金 201,018

１ 国 庫 補 助 金 201,018 社会資本整備総合交付金

５ 他 会 計 負 担 金 319,488

１ 他 会 計 負 担 金 319,488 一般会計負担金

６ 出 資 金 56,515

１ 他 会 計 出 資 金 56,515 一般会計出資金

（単位　千円）

備　　考

１ 資本的支出 941,236

１ 建 設 改 良 費 481,150

１ 汚水管渠建設改良費 89,441 汚水管渠建設改良工事等に係る経費

２ 雨水管渠建設改良費 5,250 雨水管渠建設改良工事等に係る経費

３ 処 理 場 建 設 改 良 費 385,894 浄化センター等施設建設改良工事等に係る経費

４ 機 械 及 び 装 置 565 量水器購入に係る経費

２ 企 業 債 償 還 金 460,086

１ 企 業 債 償 還 金 460,086 企業債償還元金

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　入

款 項 目 予　定　額

支　　　　　　出

款 項 目 予　定　額

下水道事業会計 －7－

下水道事業会計 －7－



（単位：円）
１　業務活動によるキャッシュ・フロー
　　　当期純損益（△は損失） 51,124,135
　　　減価償却費 598,482,074
　　　貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,510,000
　　　賞与引当金・法定福利費引当金の増減額（△は減少） 3,288,000
　　　長期前受金戻入額 △ 528,914,423
　　　受取利息及び受取配当金 1,000
　　　支払利息 7,300,000
　　　有形固定資産除去損 8,103,964
　　　小計 140,894,750
　　　利息及び配当金の受取額 △ 1,000
　　　利息の支払額 △ 7,300,000
　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 133,593,750

２　投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　有形固定資産の取得による支出 △ 442,571,158
　　　国庫補助金による収入 197,295,706
　　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 319,488,000
　　　分担金及び受益者負担金による収入 4,139,791
　　　投資活動によるキャッシュ・フロー 78,352,339

３　財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 274,700,000
　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 458,873,390
　　　その他の企業債による収入 1,500,000
　　　その他の企業債の償還による支出 △ 1,211,000
　　　その他の他会計出資金による収入 56,515,000
　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 127,369,390

　　資金増加額（又は減少額） 84,576,699
　　資金期首残高 16,275,335
　　資金期末残高 100,852,034

令和６年度勝山市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）
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１．一般職

（１）総 括 (単位 千円)
職 員 数

(人） 報　　酬 給　　料 職員手当 計

損 益 勘 定 支 弁 職 員                    3                   -              10,062               8,847                18,909               4,349             23,258 
資 本 勘 定 支 弁 職 員                    2                   -              10,023               6,038                16,061               2,840             18,901 

合　計                    5                   -              20,085             14,885                34,970               7,189             42,159 
損 益 勘 定 支 弁 職 員                   -                    -                    -                    -                        -                    -                    -  
資 本 勘 定 支 弁 職 員                   -                    -                    -                    -                        -                    -                    -  

合　計                    5                   -              18,749             11,576                30,325               6,103             36,428 
損 益 勘 定 支 弁 職 員                    3                   -                    -                    -                        -                    -                    -  
資 本 勘 定 支 弁 職 員                    2                   -                    -                    -                        -                    -                    -  

合　計                    5                   -                1,336               3,309                  4,645               1,086               5,731 

※職員数の（）内は、短時間勤務職員数で外書き

扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当
時間外勤務

手当
宿日直手当 単身赴任手当

                768                 276                   84                      36               1,454                   -                    -  
職 員 手 当                 582                 736                 253                      36               1,347                   -                    -  

                186              △460              △169                       -                  107                   -                    -  

 夜間勤務
手当 

 管理職手当  期末手当  勤勉手当  寒冷地手当  児童手当 

の 内 訳                   -                  300               6,066                  4,900                 367                 634 
                  -                  300               4,116                  3,333                 345                 528 
                  -                    -                1,950                  1,567                   22                 106 

※前年度の欄は、下水道事業特別会計及び農業集落排水事業特別会計の合計を記載

給　与　費　明　細　書

給               与               費

区　分

本年度
前年度
比　較

区　分

本年度
前年度
比　較

区　分 法定福利費 合　　計 備　　考

本 年 度

前 年 度

比 較
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細  (単位 千円) 
 区   分  増減額 

                        61 
                    1,126  人事異動その他によるもの                     1,126 

 制度改正に伴う増減分                       183  期末手当                         93 
 勤勉手当                         90 

                    3,126 

 (３)給料及び職員手当の状況 
 ア.職員１人当り給与 

 ※令和５年１月１日現在の欄は、下水道事業特別会計及び農業集落排水事業特別会計の合計を記載 

 イ.初     任     給  （単位 円） 

 ウ.級別職員数 

 職員数(人)  構成比(％)  職員数(人)  構成比(％)  職員数(人)  構成比(％)  職員数(人)  構成比(％) 

   1   級                           -                           -                           -                           -                           1                      20.0                           -                           - 

   2   級                           -                           -                           -                           -                           -                           -                           -                           - 

   3   級                           3                      60.0                           -                           -                           3                      60.0                           -                           - 

   4   級                           1                      20.0                           -                           -                           -                           -                           -                           - 

   5   級                           1                      20.0                           -                           -                           1                      20.0                           -                           - 

   6   級                           -                           -                           -                           -                           -                           -                           -                           - 

   7   級                           -                           -                           -                           -                           -                           -                           -                           - 

 計                           5                     100.0                           -                           -                           5                     100.0                           -                           - 

 ※令和５年１月１日現在の欄は、下水道事業特別会計及び農業集落排水事業特別会計の合計を記載 

 増 減 事 由 別 内 訳   説　　明   備     考 
 給与改定の状況　 
 本年度  改定率0.76％ 
 実施時期　令和5年4月1日 

 昇給に伴う増加分  平均昇給率　1.21% 
 その他の増減分 

 その他の増減分 

 区          分  一般行政職  技能労務職 

 平均給料月額 (円)                                               326,338                                                        - 
 平均給与月額 (円)                                               351,300                                                        - 
 平均年齢 (歳)                                                  43.00                                                        - 
 平均給料月額 (円)                                               291,200                                                        - 
 平均給与月額 (円)                                               319,180                                                        - 
 平均年齢 (歳)                                                  38.04                                                        - 

 国の制度 

 一般行政職 

 高　　校　　卒                                                166,600                                               166,000 

 大　　学　　卒                                                187,300                                               196,200 

令和6年１月１日現在 令和5年１月１日現在

 一般行政職  技能労務職  一般行政職  技能労務職 

 給   料                     1,336 
 給与改定に伴う増減分                       149 

 職員手当                     3,309 

 令和６年１月１日現在 

 令和５年１月１日現在 

 区          分  一般行政職 

   区  分 
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  (級別の基準となる職務) 

 1   級  2   級  3   級  4   級  5   級  6   級  7   級 

 主   事   主    事 

 技 　師   技    師 

エ.昇給

合計 一般行政職  技能労務職 

                           5                            5                            - 

                           5                            5                            - 

                     100.0                      100.0                            - 

                           5                            5                            - 

                           5                            5                            - 

                     100.0                      100.0                            - 

※前年度の欄は、下水道事業特別会計及び農業集落排水事業特別会計の合計を記載

 オ.期末手当、勤勉手当 

 支給率計 

 ６月(月分)  12月(月分)  (月分) 

 本年度 2.250 2.250 4.50 

 前年度 2.200 2.200 4.40 

 国の制度 2.250 2.250 4.50 

 カ.定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 

 20年勤続  25年勤続  35年勤続  最高限度 

 の者(月分)  の者(月分)  の者(月分)  (月分) 

  国の制度 

 (支給率等) 

 キ．特殊勤務手当 

 全職種  一般行政職 

 給料総額に対する比率（％） 0.2 0.2 

 支給対象職員の比率（％）　 100.0 100.0 

 特殊勤務手当の名称 

 ク.その他の手当 

 区    分 

 扶 養 手 当 

 住 居 手 当 

 通 勤 手 当 

区　　　分

職員数（A）（人）

昇給に係る職員数（B）（人）

比率（B）／（A）（％）

職員数（A）（人）

昇給に係る職員数（B）（人）

比率（B）／（A）（％）

  支 給 期 別 支 給 率  　　　　　　　職制上の段階、 

 　　　　　　　職務の級等に 

 　　　　　　　よる加算措置 

 有 

 有 

 有 

 定年前早期退職特例措置 

 定年前早期退職特例措置 

 区　　　　分 

徴収事務

 国の制度との異同 

 同      じ 

 同      じ 

 同      じ 

 一般行政職  主    査  係　　長  課長補佐  課    長  政策幹等 

本
年
度

前
年
度

 区   分  備  考 

 区   分  その他の加算措置等  備  考 

 支給率等                 26.36550                 33.27075                 47.70900                 47.70900 

                26.36550                 33.27075                 47.70900                 47.70900 
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　期　間 金　額 　期　間 金　額 国県支出金 地方債 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

549,351 －　 －　
令和6年度から
令和8年度まで

549,351 － － － 549,351

580,000 －　 －　
令和7年度から
令和8年度まで

580,000 290,000 290,000 － －

債務負担行為に関する調書

左の財源内訳

特　定　財　源

勝山浄化センター等
運転維持管理業務

包括委託

し尿受入施設建設工事
（土木・建築）

事　項 限度額
前年度末までの

支払義務発生(見込)額
当該年度以降の

支払義務発生予定額 一　般
財　源
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（単位　円）

（１） 円 円 円

イ 413,329,896

ロ 1,451,634,926

ハ 10,164,950,492

ニ 2,161,402,647

ホ 1,338,892

ヘ 874,836

14,193,531,689

14,193,531,689

（１） 16,275,335

（２） 42,206,219

（３） 375,000

58,856,554

14,252,388,243

令 和 ６ 年 度　　勝 山 市 下 水 道 事 業  予 定 開 始 貸 借 対 照 表

（令和６年４月１日）

資　産　の　部
１ 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 及 び 備 品

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

２　流 動 資 産
現 金 預 金

未 収 金

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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（単位　円）

（１）

イ 5,318,388,773

ロ 29,252,000

5,347,640,773

5,347,640,773

（１）

イ 458,873,390

ロ 1,211,000

460,084,390

（２） 39,358,043

（４） 375,000

499,817,433

（１）

イ 3,647,504,921

ロ 870,608,005

ハ 2,673,175,454

ニ 575,603,232

ホ 179,503,222

7,946,394,834

7,946,394,834

13,793,853,040

負　債　の　部
３　固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に充てるための企業債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

４　流 動 負 債
企 業 債

建設改良費等の財源に充てるための企業債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

５　繰 延 収 益
長 期 前 受 金

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

他 会 計 負 担 金

受 益 者 負 担 金

分 担 金

長 期 前 受 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
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（単位　円）

（１） 193,591,120

193,591,120

193,591,120

（１）

イ 264,944,083 

264,944,083

264,944,083

458,535,203

14,252,388,243

資　本　の　部
６　資　本　金

固 有 資 本 金

自 己 資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

７　剰　余　金
資 本 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計
資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計
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（単位　円）

（１） 円 円 円 円

イ 413,329,896

ロ 3,719,706,267

2,335,026,051 1,384,680,216

ハ 19,036,495,199

9,099,380,995 9,937,114,204

ニ 8,544,954,959

6,252,367,733 2,292,587,226

ホ 2,341,142

1,233,755 1,107,387

ヘ 13,336,251

12,638,371 697,880

ト　 0

14,029,516,809

14,029,516,809

（１） 100,852,034

（２） 42,206,219

△ 1,510,000

（３） 0

（４） 375,000

141,923,253

14,171,440,062

令 和 ６ 年 度　　勝 山 市 下 水 道 事 業  予 定 貸 借 対 照 表

　　　　　（令和７年３月３１日）

資　産　の　部
１ 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

２　流 動 資 産
現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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（単位　円）

（１）

イ 5,151,445,450

ロ 28,061,000

5,179,506,450

5,179,506,450

（１）

イ 441,643,323

ロ 2,691,000

444,334,323

（２） 39,358,043

（３）

イ 2,748,000

ロ 540,000

3,288,000

（４） 375,000

487,355,366

（１）

イ 3,845,055,491

ロ 870,353,141

ハ 2,971,182,454

ニ 578,830,388

ホ 180,415,857

ヘ 21,481,000

8,467,318,331

（２）

イ △ 170,924,738

ロ △ 30,184,328

ハ △ 298,007,000

ニ △ 23,471,264

ホ △ 6,327,093

△ 528,914,423

7,938,403,908

13,605,265,724

負　債　の　部
３　固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に充てるための企業債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

４　流 動 負 債
企 業 債

建設改良費等の財源に充てるための企業債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

５　繰 延 収 益
長 期 前 受 金

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

他 会 計 負 担 金

受 益 者 負 担 金

分 担 金

そ の 他

長 期 前 受 金 合 計

収 益 化 累 計 額

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

他 会 計 負 担 金

受 益 者 負 担 金

分 担 金

収 益 化 累 計 額 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
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（単位　円）

（１）

イ 193,591,120

ロ 56,515,000

250,106,120

250,106,120

（１）

イ 264,944,083 

264,944,083

（１）

イ 0

ロ 0

ハ 0

ニ

a うち当年度純利益 51,124,135

b その他未処分利益剰余金 0 51,124,135

51,124,135

316,068,218

566,174,338

14,171,440,062

資　本　の　部
６　資　本　金

自 己 資 本 金

固 定 資 本 金

繰 入 資 本 金

自 己 資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

７　剰　余　金
資 本 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

利 益 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計
資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計
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注 記

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

【資産の評価基準及び評価方法】

貯蔵品 個別法による原価法によっている。

【固定資産の減価償却の方法】

（１）有形固定資産

・減価償却の方法

建物 定額法

その他 定額法

・主な耐用年数

建物 10年～45年
構築物 3年～60年
機械及び装置 5年～38年
車両運搬具 4年～ 5年
工具器具及び備品 4年～20年

（２）無形固定資産

・減価償却の方法

定額法

【引当金の計上方法】

（１）退職給付引当金

福井県市町総合事務組合に加入して毎事業年度支払う一定の負担金のみを下水道事業が負担しており、積立金の不足等に応じて発生する追加的な

費用負担を全て一般会計が負担することとしているため、退職給付引当金は計上していない。

（２）賞与引当金

職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から3月までの4か月分）
を計上している。

（３）法定福利費引当金

職員の期末・勤勉手当の支給に係る法定福利費に備えるため、当年度末における支給見込額に係る法定福利費に基づき、当年度の負担に属する額

（12月から3月までの4か月分）を計上している。
（４）貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。
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【消費税等の会計処理】

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜処理によっている。

２ 予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

該当なし。

３ 予定貸借対照表等に関する注記

【企業債の償還に係る他会計の負担】

令和6年度予定貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して1年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担
すると見込まれる額は3,644,248,820円である。
なお、他会計が負担すると見込まれる額については、他会計の歳出予算の減額又は削除により変動することがある。

４ セグメント情報に関する注記

（１）報告セグメントの概要

勝山市下水道事業会計は、公共下水道事業及び農業集落排水事業を運営しており、各事業で運営方針が異なることから、この2つをセグメントと
している。

なお、各セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

事業区分 事業の内容

公共下水道事業 公共下水道事業区域における汚水及び雨水を処理する事業

農業集落排水事業 農業集落排水処理区域における汚水を処理する事業
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（２）報告セグメントごとの営業収益等

当事業年度（自 令和６年４月１日 至 令和７年３月３１日）

（単位 千円）

５ 減損損失に関する注記

該当なし。

６ リース契約により使用する固定資産に関する注記

該当なし。

７ 重要な後発事象に関する注記

該当なし。

８ その他の注記

該当なし。

項目 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

営業収益 312,659 34,057 346,716
営業費用 755,563 155,177 910,740
営業損益 △442,904 △121,120 △564,024
経常損益 △8,051 59,175 51,124
セグメント資産 11,651,831 2,519,609 14,171,440
セグメント負債 11,250,499 2,354,766 13,605,265
その他の項目

他会計補助金 0 86,780 86,780
減価償却費 504,299 94,184 598,483
支払利息 57,299 15,701 73,000
その他特別損失 8,281 1,164 9,445
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